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株式会社 SmartECの株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、株式会社 SmartEC（以下「対象会社」といいます。）の株

式を取得し、対象会社を当社の子会社とすること（以下「本件株式取得」といいます。）を決議い

たしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１．株式取得の理由 

当社は、2003年の創業以来、インターネットを通じて自己表現や自己実現が可能となるための

環境を多くの人に提供すべく、「ドメイン・レンタルサーバー（ホスティング）事業」「EC支援

事業」「ハンドメイド事業」を展開しております。 

対象会社は、スマートフォン向けのフルスクリーン EC構築プラットフォームを展開しており、

モバイル UXに関する独自の技術力を有しております。当社は、当社が展開する EC支援事業との

親和性及び対象会社の事業の成長性を高く評価いたしました。 

本件株式取得を通じて、当社の EC支援事業におけるソリューションの拡大、対象会社の保有す

る独自技術と当社の顧客基盤・営業力の融合による事業シナジーの創出、中〜大型の EC店舗向け

ソリューションの拡充を実現し、当社の成長戦略の加速を企図するものです。 

 

２．異動する子会社（株式取得の対象会社）の概要 

（１） 名 称 株式会社 SmartEC 

（２） 所 在 地 東京都港区麻布十番 1 丁目 2 番 7 号ラフィネ麻布十番 701 号室 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 山下 健志 

（４） 事 業 内 容 フルスクリーン EC 構築プラットフォームの開発・運営 

（５） 資 本 金 1,000 千円（2026 年 1 月末現在） 

（６） 設 立 年 月 日 2022 年 2 月 

（７） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 山下 健志 100％ 

（８） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 
当社と当該会社との間に記載すべき資本関係

はありません。 

人 的 関 係 
当社と当該会社との間に記載すべき人的関係

はありません。 

会 社 名 GMOペパボ株式会社 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 佐藤 健太郎 

 （コード番号 3633 東証スタンダード） 

問い合わせ先 取 締 役 杉野 由紀夫 

Ｔ Ｅ Ｌ 03-5456-3021 
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取 引 関 係 
当社と当該会社との間に記載すべき取引関係

はありません。 

（９） 対象会社の最近３年間の経営成績及び財政状態（単位：千円） 

決算期 2024 年 1 月期 2025 年 1 月期 2026 年 1 月期 

 純 資 産 △2,518 △2,657 5,628 

 総 資 産 2,869 10,156 24,814 

 売 上 高 2,589 12,123 34,451  

 営 業 利 益 又 は 営 業 損 失 △2,820 △138 9,903  

 経 常 利 益 又 は 経 常 損 失 △2,901 △68 9,845 

 当期純利益又は当期純損失 △2,901 △138 8,285 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 山下 健志 

（２） 
上 場 会 社 と 当 該 

個 人 と の 関 係  

資本関係、人的関係、取引関係について該当はありません。また、関連

当事者にも該当しておりません。 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式 0 株（議決権の数：0 個、議決権所有割合：0％） 

（２） 取得株式数 
700,000 株 

（議決権の数：700,000 個） 

（３） 取得価額 

対象会社の普通株式       163 百万円 

アドバイザリー費用等（概算額）  7 百万円 

合計（概算額）         171 百万円 

(４) 異動後の所有株式数 

700,000 株 

（議決権の数：700,000 個） 

（議決権所有割合：70.0％） 

（注）株式の取得価額は、外部専門家によるデューデリジェンスを実施した上で、第三者機関の価格算定等

を踏まえており、合理性のある価格と考えております。 

（注）上記のほか、本件株式取得の契約には、対象会社の将来業績等に応じて当社が追加で株式を取得する

条項が含まれております。詳細につきましては、追加取得の実施が見込まれる時点で速やかにお知ら

せいたします。 

 

５．日程 

（１） 取締役会決議 2026年 5月 18日 

（２） 株式譲渡契約締結日 2026年 5月 18日（予定） 

（３） 株式譲渡実行日 2026年 7月 1日（予定） 

 

６．今後の見通し 

本件株式取得が当社の 2026年 12月期連結業績に及ぼす影響につきましては、現在精査中であ

ります。業績予想の修正等の必要性が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 
以上 


